
（１）交通ネットワークの充実による国際競争力の強化（１）交通ネットワークの充実による国際競争力の強化

現状（H17） 目標

49.6万回
（首都圏）

平成17年度比
約17万回増加（首都圏）

（H22年度以降、安全性を確保した上で段階的に）
大都市圏拠点空港
の空港容量の増加

指標１ ： 国際航空ネットワークの強化割合

事業の概要： ・羽田空港再拡張事業 ・成田国際空港北伸事業 ・関西国際空港二期事業
・中部国際空港完全24時間化の検討 ・航空保安システムの整備

事業の概要： ・羽田空港再拡張事業 ・成田国際空港北伸事業 ・関西国際空港二期事業
・中部国際空港完全24時間化の検討 ・航空保安システムの整備

活力活力

アジアにおける成長センターとして機能していくため、国際空港について、航空利用者の視点も踏まえつつ、航
空ネットワークの拡充等を推進し、国際航空需要に適切に対応していく。

アジアにおける成長センターとして機能していくため、国際空港について、航空利用者の視点も踏まえつつ、航
空ネットワークの拡充等を推進し、国際航空需要に適切に対応していく。
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未買収地を避けて北側に滑走路を延長

現行 整備後

ジャンボ機等
（B747-400等）の利用 利用不可 利用可能

離陸機の目的地 東南アジア周辺止まり 米国西海岸まで就航可能

年間発着可能回数 ２０万回 ２２万回

再拡張により発着容量が１．４倍増加
《１１．１万回／年（１５２便／日に相当）増加）》

〔再拡張後〕

４０便／時間
４０．７万回／年

《557便／日(1114回)に相当》

※発着回数の増加は、管制の安全確保等を図りつつ段階的に実施

※※現行(H19.9.1～)の発着容量は、高速離脱誘導路の整備等に伴い、

31便/時間，30.3万回/年《415便/日（830回）に相当》に増枠

羽田空港再拡張事業

〔再拡張前（H17.10.1時点）〕

３０便／時間
２９．６万回／年(※※)

《405便／日(810回)に相当》

成田国際空港北伸事業 2010年３月供用開始予定 2010年10月供用開始予定
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（１）交通ネットワークの充実による国際競争力の強化（１）交通ネットワークの充実による国際競争力の強化

指標２ ： スーパー中枢港湾における港湾コスト低減率及びリードタイム

事業の概要： ・大水深高規格コンテナターミナル整備の推進 ・コンテナターミナルと一体となった物流拠点の形成事業の概要： ・大水深高規格コンテナターミナル整備の推進 ・コンテナターミナルと一体となった物流拠点の形成

活力活力

基幹航路の維持・確保を図るため、港湾コスト※１の低減とリードタイム※２の短縮によるサービス向上を図ること
により、アジアの主要港を凌ぐ港湾コスト・サービス水準の実現する。

基幹航路の維持・確保を図るため、港湾コスト※１の低減とリードタイム※２の短縮によるサービス向上を図ること
により、アジアの主要港を凌ぐ港湾コスト・サービス水準の実現する。

高規格コンテナターミナルの整備

鉄道積替施設
（その他施設費）

24時間フルオープン支援施設
（その他施設費）

岸壁ヤードの長期貸付
（国有財産法等の特例）

内航ネットワークの強化
内航フィーダー輸送の効率化
（社会実験）

埠頭公社の改革によるターミナルの管理運
営効率化（株式会社化、税制特例等）

荷さばき施設等
（無利子貸付
税制特例）

搬出入ゲートの高規格化
（ゲート前情報提供施設等）

奥行き500m以上

延
長
1,0
00
m
以
上

水深-16m

地方部へ

個別の施設及びオ
ペレーションシステ
ムによる運営

ターミナルの
高規格化・大規模化
一体運営

奥行き350m～400m

延
長
35
0m

水深-14m～15m

現行ターミナル 次世代高規格コンテナターミナル

スーパー中枢港湾とは・・・
我が国のコンテナ港湾の国際競争力を重点的に強化するため、次世代高規格コンテナターミナルの形成等
ハード・ソフト一体となった総合的取り組みを推進する港湾（京浜港、名古屋港・四日市港、大阪港・神戸港）

※１：船舶の入出港やターミナルの運営にかかるコンテナ１個あたりのコスト
※２：船舶入港から貨物引取りが可能となるまでの時間

２

現状（H18） 目標（H22）

H14年比約13%低減 Ｈ14年比約３割低減港湾コスト

約2.1日 １日程度リードタイム

参考（H１４）

約３～４日



（１）交通ネットワークの充実による国際競争力の強化（１）交通ネットワークの充実による国際競争力の強化

目標（H24）

H19年度比約５％減

指標３ ： 国際海上コンテナ貨物等輸送コスト低減率

活力活力

国際海上貨物の輸送コスト（海上輸送コスト＋陸上輸送コスト）を低減する。国際海上貨物の輸送コスト（海上輸送コスト＋陸上輸送コスト）を低減する。

○国際海上コンテナターミナルの整備

○多目的国際ターミナルの整備

バ
ー
ス
数

石狩湾新港

苫小牧港

北米

73km
製紙工場（江別市）33km

４万Ｄ/Ｗ

３万Ｄ/Ｗ

整備前ルート

整備後ルート

 

岸壁(水深12m)(耐震)

泊地(水深12m)

航路(水深12m)

ふ頭用地
（起債事業）

荷役機械
（起債事業）

臨港道路(橋梁)
臨港道路

市 
道 

県道 

県道 

製紙工場におけるチップ輸送コストの低減

0 10 20 30 40 50 60
輸送コスト（億円／年）

陸上輸送コスト

海上輸送コスト

36 12苫小牧港

苫小牧港－江別市
（73km）

北米－苫小牧港
（３万D/W）C

企業立地と連携した多目的国際ターミナルを整備することで、

外貿貨物の増加や輸送船の大型化への効率的な対応が

可能となるとともに、背後圏との陸上輸送時間が短縮。

水島港［玉島地区］ 多目的国際ターミナル・臨海道路
※１:重量トン（貨物
を満載した状態での
重量と船舶のみの重
量の差で表す。）

23 9石狩湾新港

石狩湾新港－江別市
（33km）

北米－石狩湾新港

（４万D/W）
１６億円

※１

○輸送コスト低減の事例

大型船舶による
輸送コストの低減

陸上輸送距離短縮
によるコスト低減

事業の概要： ・国際海上コンテナターミナル等の整備、高性能なバルク貨物の荷さばき施設の整備、背後圏との
アクセスの充実 ・臨海部物流拠点の形成

事業の概要： ・国際海上コンテナターミナル等の整備、高性能なバルク貨物の荷さばき施設の整備、背後圏との
アクセスの充実 ・臨海部物流拠点の形成 ３



（１）交通ネットワークの充実による国際競争力の強化（１）交通ネットワークの充実による国際競争力の強化

現状（H19） 目標（H24）

０% 概ね100%

指標４ ： 港湾関連手続のシングルウィンドウ電子化率

活力活力

貿易関連手続を円滑にするため、主要な港湾管理者 において次世代シングルウィンドウを通じた港湾関連手

続を可能とする。

貿易関連手続を円滑にするため、主要な港湾管理者 において次世代シングルウィンドウを通じた港湾関連手

続を可能とする。
※主要な港湾管理者：「港湾法上に定める重要港湾の港湾」及び「関税法上に定める開港した地方港湾」の管理者

事業の概要： ・「次世代シングルウィンドウ」の構築
・港湾関連手続の書式の統一化・簡素化及び「次世代シングルウィンドウ」への一元化

事業の概要： ・「次世代シングルウィンドウ」の構築
・港湾関連手続の書式の統一化・簡素化及び「次世代シングルウィンドウ」への一元化

申請者

次世代シングルウィンドウ

一元的に受付

申請

回答

港湾管理者

港湾管理者手続の申請イメージ

■船舶の入出港、港湾施設の使用、
荷役に係る手続

申請

回答

インターネット
・専用線等

FAINS

食品衛生

植物検疫

ANIPAS
動物検疫

申請者

検疫所

検疫手続

乗員上陸許可
支援システム

入国管理

港湾EDI

港湾手続

NACCS
税関手続

JETRAS

貿易管理

府省共通ポータル
（統一電子申請窓口）

PQ-NETWORK

（参考）
次世代シングルウィンドウのイメージ

４

※次世代シングルウィンドウ：１回の入力・送信で関係省庁に対する全ての必要な輸出入・港湾手続を行うことを可能とするシステム

・左図は上図イメージのうち、港湾手続に
係る部分のみ



（１）交通ネットワークの充実による国際競争力の強化（１）交通ネットワークの充実による国際競争力の強化

現状（H19） 目標（H24）
53% 69%整備率

指標５ ： 三大都市圏環状道路整備率

活力活力

三大都市圏における環状道路の供用見込み延長

三大都市圏における環状道路の計画延長
＝

交通渋滞を緩和し、迅速かつ円滑な物流を実現するとともに、産業の立地・振興等を促すため、大都市圏の環
状道路に重点をおいて効率的な整備を推進する。

交通渋滞を緩和し、迅速かつ円滑な物流を実現するとともに、産業の立地・振興等を促すため、大都市圏の環
状道路に重点をおいて効率的な整備を推進する。

中部圏 近畿圏

計画延長 525km

供用延長 223km

整備率 43%

人 口：2,857万人
人口密度：4,459人／km2

計画延長 267km

供用延長 159km

整備率 60%

人 口：723万人
人口密度：1,745人／km2

計画延長 425km

供用延長 259km

整備率 61%

人 口：1,390万人
人口密度：3,224人／km2

首都圏

0 10 20 30km0 10 20 30km

大阪都市再生
環状道路

大阪湾環状道路

関西大環状道路

関西中央環状道路

○三大都市圏環状道路整備率 ５３％ （平成１９年度末現在）

名古屋環状２号線

東海環状自動車道

事業の概要： ・首都高速道路中央環状線 ・東京外郭環状道路 ・首都圏中央連絡自動車道
・東海環状自動車道 ・名古屋環状２号線
・新名神高速道路 ・京奈和自動車道 ・阪神高速淀川左岸線 等 の整備

事業の概要： ・首都高速道路中央環状線 ・東京外郭環状道路 ・首都圏中央連絡自動車道
・東海環状自動車道 ・名古屋環状２号線
・新名神高速道路 ・京奈和自動車道 ・阪神高速淀川左岸線 等 の整備

５



（１）交通ネットワークの充実による国際競争力の強化（１）交通ネットワークの充実による国際競争力の強化

指標６：国際拠点空港と都心部との間の円滑な鉄道アクセスの実現

活力活力

すべての国際拠点空港（成田・関空・中部）～都心部の鉄道アクセス所要時間を30分台にすることを目指す。すべての国際拠点空港（成田・関空・中部）～都心部の鉄道アクセス所要時間を30分台にすることを目指す。

空港第２ビル駅
京成
高砂駅

日暮里駅

京成上野駅

小室駅

印旛日本
医大駅

成田NT北駅（仮称）

成田空港駅

千葉駅

北総鉄道㈱
第一種鉄道事業区間

千葉ﾆｭｰﾀｳﾝ鉄道㈱
第三種鉄道事業区間

成田高速鉄道ｱｸｾｽ㈱
第三種鉄道事業区間

成田空港高速鉄道㈱
第三種鉄道事業区間

京成電鉄㈱第二種鉄道事業区間

千葉ニュータウン
JR成田駅

京成成田駅

東京駅

事業の概要： ・成田高速鉄道アクセス線等の整備事業の概要： ・成田高速鉄道アクセス線等の整備

【世界の主要空港都心間のアクセス所要時間及び距離】

○整備概要

・新線整備（印旛日本医大～成田空港 19.1㎞）

・北総線の改良（京成高砂～印旛日本医大）

○整備・運行主体

・成田高速鉄道アクセス㈱（第三種鉄道事業者）

・京成電鉄㈱（第二種鉄道事業者）
○総事業費
・1,261億円

○開業予定

・平成22年度

都心と空港間(日暮里～空港第2ビル)の
所要時間を大幅に短縮し、世界の主要空
港に比肩し得るアクセス利便性を実現

現行：約51分⇒整備後：約36分

成田高速鉄道アクセスの概要

0 10 20 30 40 50 60 70

アメリカ/ＪＦケネディ

イギリス/ヒースロー

シンガポール/チャンギー

成田（整備前）

成田（整備後）

（分）

韓国/仁川

24km
24km

27km

20km

34km

50km

66km
中国/香港

フランス/シャルル・ド・ゴール

出典：エアポートハンドブック2007

６



（２）地域内外の交流強化による地域の自立・活性化（２）地域内外の交流強化による地域の自立・活性化

現状（H18） 目標（H24）

約280万TEU 約340万TEU

指標７ ： 地方圏と東アジアとの港湾取扱貨物量

活力活力

※１: 20ft.（コンテナの長さ）換算のコンテナ取扱個数の単位

※１

我が国産業にとって最も効率的な物流体系を我が国全体として構築するため、東アジアとの外貿コンテナ取扱
の需要に対応する。

我が国産業にとって最も効率的な物流体系を我が国全体として構築するため、東アジアとの外貿コンテナ取扱
の需要に対応する。

○国際海上コンテナターミナルの整備

○多目的国際ターミナルの整備

○東アジアの各港湾と定期コンテナ航路

数字は、東アジアの各港湾と定期コンテナ航路で結ばれる
日本の港湾数（スーパー中枢港湾を除く、H18.12時点）
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航 路 数 内、中国航路

2003年 796.0便／週 248.3便／週

2007年 860.3便／週 318.0便／週

＋8％

資料：国土交通省港湾局調べ

＋28％

光陽18

数字は、東アジアの各港湾と定期コンテナ航路で結ばれる
日本の港湾数（スーパー中枢港湾を除く、H18.12時点）
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＋8％

資料：国土交通省港湾局調べ

＋28％

光陽18

 

ふ頭用地 

岸壁(水深 10ｍ) 

泊地(水深 10ｍ) 

荷役機械 

増大する外貿コンテナ貨物と船舶関連部品等の効率的な

輸送を確保するため、福山港において水深10mの岸壁・
泊地を整備。

福山港多目的国際ターミナル整備事業

事業の概要： ・多頻度少量のコンテナ物流や高付加価値貨物の高速コンテナ貨物輸送等のニーズに対応した、
効率的で円滑な物流体系の構築及び小口貨物の積替を行うための施設の整備

事業の概要： ・多頻度少量のコンテナ物流や高付加価値貨物の高速コンテナ貨物輸送等のニーズに対応した、
効率的で円滑な物流体系の構築及び小口貨物の積替を行うための施設の整備 ７



（２）地域内外の交流強化による地域の自立・活性化（２）地域内外の交流強化による地域の自立・活性化

現状（H17） 目標

49.6万回
（首都圏）

平成17年度比
約17万回増加（首都圏）

（H22年度以降、安全性を確保した上で段階的に）

大都市圏拠点空港
の空港容量の増加

指標８ ： 国内航空ネットワークの強化割合

活力活力

0.40%（H15～H17）

18,266,438海里(H18)

約１割削減（H24）

２％短縮（H23）

国内線の自空港気象
（台風除く）による欠航率

総主要飛行経路長

CATⅢaの
場合

決心高0m
滑走路視距離50m

進入灯 滑走路灯火 滑 走 路

約300メートル

CAT-Ⅰ

CAT-Ⅱ

CAT-Ⅲ

決心高30m
滑走路視距離350m

決心高60m
滑走路視距離550m

決心高の地点で雲・霧等で滑走路
・灯火が見えなければ進入復行

地上無線施設 空港

地上無線施設地上無線施設空港

経路短縮
従来：地上の無線施設を結ぶ経路を飛行

RNAV：地上の無線施設によらない経路を飛行

Ｎ

東
京
湾

多
摩
川

Ａ滑走路
3,000ｍ Ｃ滑走路

3,000ｍ

Ｂ滑
走路

2,5
00ｍ

連絡誘導路

第
１
旅
客

タ
ー
ミ
ナ
ル

第
２
旅
客

タ
ー
ミ
ナ
ル

国
際
線
地
区

新設滑走
路 2,500ｍ

※発着回数の増加は、管制の安全確保等を図りつつ段階的に実施

※※現行(H19.9.1～)の発着容量は、高速離脱誘導路の整備等に伴い、

31便/時間，30.3万回/年《415便/日（830回）に相当》に増枠

羽田空港再拡張事業

気象条件に影響されない
安定的な就航を実現する
ため、ILS（計器着陸装
置）の高カテゴリー化等を
推進。

ILSの高カテゴリー化

地域活力を向上させるために、地域における広域的な交流拠点である空港について、航空利用者の視点も踏
まえつつ、航空ネットワークの充実等を推進し、国内航空需要及び地方の国際航空需要に適切に対応していく。

地域活力を向上させるために、地域における広域的な交流拠点である空港について、航空利用者の視点も踏
まえつつ、航空ネットワークの充実等を推進し、国内航空需要及び地方の国際航空需要に適切に対応していく。

事業の概要： ・羽田空港の再拡張事業 ・一般空港における空港能力の向上、アクセスの改善、就航率の
改善及び国際化対応の強化 ・航空保安システムの整備

事業の概要： ・羽田空港の再拡張事業 ・一般空港における空港能力の向上、アクセスの改善、就航率の
改善及び国際化対応の強化 ・航空保安システムの整備

再拡張により発着容量が１．４倍増加
《１１．１万回／年（１５２便／日に相当）増加）》

〔再拡張後〕

４０便／時間
４０．７万回／年

《557便／日(1114回)に相当》

〔再拡張前（H17.10.1時点）〕

３０便／時間
２９．６万回／年(※※)

《405便／日(810回)に相当》

８



（２）地域内外の交流強化による地域の自立・活性化（２）地域内外の交流強化による地域の自立・活性化

目標（H24）

H19年度比約3％減

指標９ ： 国内海上貨物輸送コスト低減率

活力活力

国内海上貨物の輸送コスト（海上輸送コスト＋陸上輸送コスト）を低減する。国内海上貨物の輸送コスト（海上輸送コスト＋陸上輸送コスト）を低減する。

事業の概要： ・複合一貫輸送等の拠点となる内貿ターミナルの配置事業の概要： ・複合一貫輸送等の拠点となる内貿ターミナルの配置

○船舶の大型化等に対応した国内物流ターミナルの整備

○複合一貫輸送に対応した内貿ユニットロードターミナル
の整備

複合一貫輸送ターミナル
（水深9m岸壁等）

環境負荷が少なく、輸送効率の高い国内海上輸送の利用促進

を図るため、陸上輸送と海上輸送が円滑かつ迅速に結ばれた

複合一貫輸送に対応した国内物流拠点を整備。

東京港［中央防災堤内側地区］ 複合一貫輸送ターミナル

商店・家庭・オフィス
フェリー、コンテナ船等

国内輸送

ターミナル

工場 農家

道路

鉄道

円滑な貨物輸送

（定時制・安定性）

農家

他モード輸送
（鉄道など）との
円滑な接続に対応

コンテナをシャーシ
に載せたまま輸送
可能なフェリー等に
対応

静穏度確保による
荷役効率の向上

陸上輸送と円滑かつ迅速に結ばれた国内輸送ターミナルの整備等に
より、環境負荷が少なく、輸送効率の高い国内海上輸送の利用を促進。

○複合一貫輸送イメージ

内貿ユニット
ロードターミナル

９



（２）地域内外の交流強化による地域の自立・活性化（２）地域内外の交流強化による地域の自立・活性化

現状 目標
733万人（H18） 1,000万人（H22）訪日外国人旅行者数

指標10： 観光立国推進基本計画（平成19年６月29日閣議決定）で定められた訪日外国人旅行者数等の目標

事業の概要： ・国際競争力の高い魅力ある観光地の形成、・国際観光の振興、・観光旅行の促進のための環境
整備等

事業の概要： ・国際競争力の高い魅力ある観光地の形成、・国際観光の振興、・観光旅行の促進のための環境
整備等

活力活力

観光立国の実現に関する施策を総合的かつ計画的に推進。観光立国の実現に関する施策を総合的かつ計画的に推進。

10

168件（H17） 17年比５割増加（H23）国際会議の開催件数

2.77泊（H18年度） ４泊（H22年度）日本人の国内観光旅行宿泊数

1,753万人（H18） 2,000万人（H22）日本人の海外観光旅行者数

24.4兆円（H17年度） 30兆円（H22年度）観光旅行消費額

Ｂ市

Ｃ町

Ｄ町

Ａ市

滞在促進地区

農業・漁業体験交流
メニューの充実

・体験交流施設の整備

・農業体験プログラムの開発

農業・漁業体験交流
メニューの充実

・体験交流施設の整備

・農業体験プログラムの開発

体験・交流・食メニュー

の充実

・早朝・夕刻のイベント開催

・地域限定の食のメニューの

開発

観光案内・情報提供の

充実

・提案型観光案内の導入

・案内標識の充実

観光案内・情報提供の

充実

・提案型観光案内の導入

・案内標識の充実

観光資源の

活用促進

・魅力ある観光資源を生

かした観光商品の開発

観光資源の

活用促進

・魅力ある観光資源を生

かした観光商品の開発

周遊

周遊周遊
移動の快適化

・周遊割引券の導入

・沿道の植樹

移動の快適化

・周遊割引券の導入

・沿道の植樹

宿泊の魅力向上

・泊食分離の導入

・共通入湯券の導入

・宿による宿泊客への

着地型旅行商品の

販売

宿泊の魅力向上

・泊食分離の導入

・共通入湯券の導入

・宿による宿泊客への

着地型旅行商品の

販売

そぞろ歩きできる環境づくり

・快適なまち歩きのためのルート
整備（ハード面での連携）と案
内充実

観光圏整備のイメージ
英国

フランス ドイツ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

タイ

香港

中国 韓国

米国 オーストラリア

カナダ

台湾

訪日旅行者数の多い１２の国・地域

重点市場

※このほか、有望新興市場（インド、ロシア、
マレーシア）において調査を実施

我が国の観光魅力を発信するための事業
○海外メディアの日本への招請、取材支援
○海外のＴＶＣＭ等による広告宣伝
○ＷＥＢサイトによる情報発信
○海外の旅行博覧会等への日本ブース出展

認知度向上事業

ドイツの国際旅行博・ＩＴＢベルリン
への出展（２００７年３月）

台湾メディア招請事業
（道後温泉・２００７年９月）

魅力的な訪日旅行商品の造成・販売支援や、
青少年交流の拡大に向けた事業
○海外旅行会社の日本への招請、商談会の実施
○訪日旅行商品の共同広告
○訪日教育旅行の誘致

誘客事業

大規模商談会・YOKOSO!JAPAN
トラベルマートの実施（２００７年１１月）

日台教育旅行関係者の
意見交換会（２００７年９月）

ビジットジャパンキャンペーンの取組



活力活力 （３）にぎわいの創出や都市交通の快適性向上による地域の自立・活性化（３）にぎわいの創出や都市交通の快適性向上による地域の自立・活性化

現状（H19） 目標（計画期間中毎年度）
約４％ 前年度比＋０％以上

指標11 ： 主要な拠点地域への都市機能集積率

人口１０万人以上の都市における
各都市の市域全体の延べ床面積

＝

中心市街地及び交通結節点周辺等の
主要な拠点地域における延べ床面積

都市機能の拡散・集積の動向を評価する指標として、人口１０万人以上の各都市の市域全体の延べ床面積に占める主
要な拠点地域の延べ床面積の割合を算出し、この値が前年度を下回らないことを目標とする。

都市機能の拡散・集積の動向を評価する指標として、人口１０万人以上の各都市の市域全体の延べ床面積に占める主
要な拠点地域の延べ床面積の割合を算出し、この値が前年度を下回らないことを目標とする。

事業の概要： ・市街地の整備改善、都市福利施設の整備、街なか居住の推進、商業等の活性化等の支援措置
・都市機能の適切な立地誘導 等

事業の概要： ・市街地の整備改善、都市福利施設の整備、街なか居住の推進、商業等の活性化等の支援措置
・都市機能の適切な立地誘導 等

集約型都市構造

求めるべき市街地像

基幹的な公共交通沿いに集約拠点の形成を促進

今の市街地

全面的な市街化の進行過程

集約型
都市構造
の実現

街なか居住の推進

福祉・医療施設を併設
した共同住宅の整備

まちづくりと一体で整備された
ＬＲＴ、コミュニティバス

公共交通の利便性の向上

連続立体交差事業と
区画整理による市街
地の一体的整備

利便性の高い活
力あるまちづくり

市民の交流の場を創出
する公園の整備

憩いの空間の創出

賑わい拠点の創出

都市型商業施設を
核とした再開発

人口減少等に伴う中心市街地の衰退や都市機能の拡散が進行

集約型都市構造の転換に向けた支援を実施

11



活力活力 （３）にぎわいの創出や都市交通の快適性向上による地域の自立・活性化（３）にぎわいの創出や都市交通の快適性向上による地域の自立・活性化

現状（H19） 目標（H24）
0% 約11%

指標12 ： まちづくりによる公共交通利用可能性の改善率

事業の概要：都市・地域交通戦略推進事業、市街地再開発事業、都市再生推進事業事業の概要：都市・地域交通戦略推進事業、市街地再開発事業、都市再生推進事業

集約型都市構造を実現するため、基幹的な公共交通の駅、停留所等から一定の圏域に居住する人口の増加を
めざす。

集約型都市構造を実現するため、基幹的な公共交通の駅、停留所等から一定の圏域に居住する人口の増加を
めざす。

【概念図】

モータリゼーションの進展や、
拡散型都市構造により、公共
交通の利用者が減少し、採算
性確保のためサービスレベル
が低下し、利用者がさらに減
少。

ステップ１

【概念図】

ステップ２

【概念図】

モータリゼーションの進展や、拡散型
都市構造により、公共交通の利用者
が減少し、採算性確保のためのサー
ビスレベルが低下し、さらに減少。

目標

集約型都市構造への再編イメージ

基幹的な公共交通（※）軸を先行的に整備。
軸沿いに、都市機能・人口が集積し、公共
交通利用者が増え、採算性が向上しサー
ビスレベルも向上。これにより利用者増加。

集約型都市構造の実現に向けた取り組みイメージ

現時点と5年後の基幹的な公共交通利用可能な人口割合の差

現時点と30年後の基幹的な公共交通利用可能な人口割合の差
＝

（※）基幹的な公共交通：運行頻度（待ち時間を気にせず乗れる程度）、定時性等に優れた、利用者にとって
利便性の高い鉄軌道（鉄道、路面電車、モノレール、新交通システム）とバス

現状

土地利用誘導・市街地整備等

を含めた 「総力戦」を展開

12



活力活力 （３）にぎわいの創出や都市交通の快適性向上による地域の自立・活性化（３）にぎわいの創出や都市交通の快適性向上による地域の自立・活性化

現状（H19） 目標（計画期間中毎年度）
81.9% 80%以上

指標13 ： 都市再生整備計画の目標達成率
それぞれの都市再生整備計画における「来街観光客数」や
「歩行環境の満足度」といった「指標」の達成状況を
％換算したもの（＝達成率）を、当年度終了の全ての
計画について単純平均することにより算出する

地域の自主性を活かしたまちづくりに関する指標として、当該年度に計画期間が終了したそれぞれの都市再生
整備計画における目標の達成率の平均値を常に８割以上に維持する。

地域の自主性を活かしたまちづくりに関する指標として、当該年度に計画期間が終了したそれぞれの都市再生
整備計画における目標の達成率の平均値を常に８割以上に維持する。

イメージ

まちづくり交付金

事業の概要： ・まちづくり交付金の活用事業の概要： ・まちづくり交付金の活用

基幹事業の例：道路、公園、下水道、河川、土地区画整理事業、市街地再開発事業等
提案事業の例：市町村の提案に基づく事業、各種調査や社会実験等

13

＜まちづくりのイメージ＞



事業の概要 ： 連続立体交差事業、道路の立体化及びその他の踏切対策事業の概要 ： 連続立体交差事業、道路の立体化及びその他の踏切対策

（３）にぎわいの創出や都市交通の快適性向上による地域の自立・活性化（３）にぎわいの創出や都市交通の快適性向上による地域の自立・活性化

現状（H19） 目標（H24）

約132万人・時/日
開かずの踏切等の
踏切遮断による損失
時間（万人・時/日）※

指標１４ ： 開かずの踏切等の踏切遮断による損失時間

活力活力

長時間の踏切遮断による交通渋滞を緩和・解消するため、連続立体交差事業や道路の立体化等により、
開かずの踏切等の解消を推進する。

長時間の踏切遮断による交通渋滞を緩和・解消するため、連続立体交差事業や道路の立体化等により、
開かずの踏切等の解消を推進する。

対策前 対策後（見込み）

除却踏切数 18箇所 解消

日遮断時間※ 14時間/日 解消

ピーク時渋滞長※ 約530m 解消

JR中央線三鷹駅～立川駅間連続立体交差事業（東京都）

※小金井街道踏切

▲対策前の状況 ▲現在の状況（対策実施中）

小金井街道踏切

約１割削減
（約118万人・時/日）

※「損失時間１万人・時/日」とは、１日あたり１万人の方々が踏切遮断により１時間の損失を受けていることを意味する。

 ● 開かずの踏切 

◎ ボトルネック踏切 

○ その他の踏切 

  

14



目標（H24）
約２．２億人時間／年短縮（※）

指標15 ： 信号制御の高度化により短縮される通過時間

活力活力 （３）にぎわいの創出や都市交通の快適性向上による地域の自立・活性化（３）にぎわいの創出や都市交通の快適性向上による地域の自立・活性化

※：交通安全施設等整備事業により、１年間に短縮されたと試算される
自動車旅行者の旅行時間を表し、この場合、2.2億人の自動車旅行者
の旅行時間が１年間に１時間短縮されることを意味する。

信号制御の高度化により交通渋滞を緩和し、円滑な交通を確保する。信号制御の高度化により交通渋滞を緩和し、円滑な交通を確保する。

事業例）

事業の概要：信号機の集中制御化等、旅行時間の短縮効果を有する交通安全施設等を整備事業の概要：信号機の集中制御化等、旅行時間の短縮効果を有する交通安全施設等を整備

対象区間内の信号制御パターンを曜日や時間
帯に応じて自動的に変化させ、交通の流れを円
滑化

右折矢印信号の表示時間を、右折車両の交通量に
応じて変化

右折感応化

右折矢印信号を設置するなどして信号現示を増
加させ、特定の方向に進行する交通流を分離

多現示化 系統化
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